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令和９年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ３０ 府 省 庁 名  経済産業省             

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（軽油取引税） 

要望 

項目名 
バイオディーゼル燃料の活用を促進するための製造等承認制度に係る所要の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 混和等による軽油等の製造等の実態を把握し、もって軽油引取税の課税の適正化を図るため、軽油以外の

炭化水素油（バイオディーゼル燃料を含む）を混和して炭化水素油を製造しようとする者は、都道府県知事

の事前の製造等承認を受けなければならないとされている。 

 

 

・特例措置の内容 

上記軽油引取税に係る事前の製造等承認について、バイオディーゼル燃料の活用促進に向けて、所要の措

置を講じる。 

 

 

 

関係条文 

地方税法 第百四十四条の三十二  

減収 

見込額 

［初年度］  ―  （  ―  ）  ［平年度］  ―   （  ―  ） 

［改正増減収額］                ―             （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 製造等承認手続きの見直しにより、脱炭素効果の高いバイオディーゼル燃料の導入促進を図り、我が国の

運輸・建設部門等における脱炭素化を推進するとともにエネルギーの安定供給を確保する。 

 

 

（２）施策の必要性 

 不正軽油の製造・流通を防止し、もって軽油引取税の課税の適正化を図るため、地方税法において、事前

の製造等承認制度が設けられている。 

一方で、バイオディーゼル燃料を燃料タンクに給油する際、燃料タンクに軽油が残存している場合は、軽

油と軽油以外の炭化水素油を混和する行為に該当し、事前の製造承認を得るか、軽油を廃棄する等によりタ

ンクを空にする必要があり、手続・費用の事務負担が生じている状況。 

不正軽油の製造・流通を防止しつつ、運輸・建設部門等の脱炭素化を推進するとともにエネルギーの安定

供給を確保するため、事前の製造等承認に係る手続きの見直しが必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

６．資源エネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長型経済構造への

円滑な移行の推進 

政策の 

達成目標 

バイオディーゼルの普及を促進し、我が国の運輸・建設部門等における脱炭素化を推

進するとともにエネルギーの安定供給を確保する。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

－ 

同上の期間中

の達成目標 
－ 

政策目標の 

達成状況 
－ 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

バイオディーゼル燃料を販売する事業者への適用が見込まれる。 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

地方税法に基づく事前の製造等承認手続きが緩和されることにより、バイオディーゼ

ル燃料を利用しやすい環境となり、バイオディーゼル燃料の普及を通じ、我が国の運輸・

建設部門等における脱炭素化及びエネルギー安定供給の確保につながる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

本要望項目以外の税制上の支援措置はない。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

予算上の措置等はない。 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

軽油引取税の課税の適正化という、事前の製造等承認の目的は重要であるが、当該事

前承認制度が、脱炭素効果の高いバイオディーゼル燃料の導入する上での障壁となって

いる。したがって、補助金等他の政策手段ではなく、手続の見直しによる措置が妥当で

ある。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 
－ 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

－ 

前回要望時の 

達成目標 
－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

－ 

これまでの要望経緯 経済産業省として過去要望したことはない。 


